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はじめに

• 本件判決は，大合議判決から，約3か月後の判決で
あったにも拘わらず，大合議判決を踏襲した判断
を行った。

• 本件判決で争われた主要な争点は，第１要件およ
び第５要件の充足性であり，大合議判決以降の均
等侵害のあり方を検証するには好適な事例である。
（ただし，本発表は第１要件のみを題材）

• 本発表では，両判決における第１要件の判断手法
を並べて分析することにより，大合議判決が導入
した「特許発明の貢献の程度」の問題点を検討す
る。

• その後，この「特許発明の貢献の程度」の意義を，
最高裁判決以来議論されてきた第１要件の理論的
問題点の解決の中に見出したい。
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・前提的事実の説明
ここでは，技術内容を含めて前提事実を確認します。
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①当事者

• 控訴人（原告）：コンビ株式会社

発明の名称を「揺動機能付き椅子」とする特許
第３９５８４１３号を有している。

• 被控訴人（被告）：アップリカ・チルドレンズ
プロダクツ合同会社

別紙被告製品１～５を中国から輸入し，小売業
者等に販売している。
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原審添付の別紙

被告製品目録

以下の商品名で特定される，電動の揺動機能付
き椅子。

１商品名：ココ・チーノオートデラックス

２商品名：ココ・チーノオート

３商品名：ココ・チーノオート＜ヘリアンタ
スモデル＞（ベビーザらス限定モデル）

４商品名：ユラリズムオートＨＩＤＸ

５商品名：ユラリズムオートＤＸ
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被告製品：ユラリズムオート

7

Aprica社Web siteより



iDp
各被告製品の構成の特徴（控訴人の主張）

ａベースと，該ベースに対して揺動可能に設けられた座席と，を備えた揺動機能付き椅子であって，

ｂ前記座席に支持された永久磁石の部材と，

ｃ前記座席の静止時における永久磁石の部材位置とは異なる位置に，前記永久磁石に近接して前記
ベースに固定され，電磁力により前記永久磁石を揺動方向に吸引するソレノイドと，

ｄ該ソレノイドを所定のタイミングで励磁することで前記座席の揺動動作を制御する揺動制御手段と，
を備え，

ｅ前記永久磁石の部材とソレノイドとは離間した状態で揺動する揺動機能付き椅子において，

ｆ前記座席の下部には，その揺動方向に対して離間された２つの異なる位置にそれぞれ二組（合計４
個）のコロ（車輪）が回動可能に設けられ，前記ベースの上部には，二組（４つ）の湾曲状レールが，
上記の各コロに対応する位置にそれぞれ設けられており，前記ベースの上部に設けられた各湾曲状
レールが前記座席の下部に回動可能に設けられた各コロを受けることによって，前記座席が前記ベー
スに対して揺動可能に支持され，

ｇ前記永久磁石の部材は，所定の間隔で対向配置された２つの永久磁石の部材で構成され，

ｈ前記ソレノイドは前記座席の揺動静止時における前記２つの永久磁石の部材間の中点位置近傍で前
記ベースに固定され，

ｉ前記ソレノイドは，巻線軸に沿った貫通穴を有し，前記巻線軸を前記座席の揺動方向に対して平行
に前記ベースに固定され，

ｊ前記２つの永久磁石の部材は，前記座席に固定された直線形状のシャフトに固定され，

ｋ前記シャフトは，前記貫通穴に挿入されていることを特徴とする

ｌ揺動機能付き椅子。 8
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特許第３９５８４１３号の経緯

• 出願日：平成９年９月１７日

• 補正：平成１９年３月３０日

（旧請求項１と旧請求項２を合併）

• 登録日：平成１９年５月１８日

• 原審提訴日：平成２６年９月２６日

• 訂正審判請求日：平成２７年５月１８日

• 訂正審決日：平成２７年７月３０日

• 口頭弁論終結日：平成２７年９月４日

• 原審判決日：平成２７年１２月８日
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訂正後の請求項１（本件発明）

Ａベースと，該ベースに対して揺動可能に設けられた座席と，を備えた揺動機能付き椅子であって，

Ｂ前記座席に支持された磁性材料の部材と，

Ｃ前記座席の静止時における磁性材料の部材位置とは異なる位置に，前記磁性材料の部材に近接し
て前記ベースに固定され，電磁力により前記磁性材料の部材を揺動方向に吸引するソレノイドと，

Ｄ該ソレノイドを所定のタイミングで励磁することで前記座席の揺動動作を制御する揺動制御手段
と，を備え，

Ｅ前記磁性材料の部材とソレノイドとは離間した状態で揺動する揺動機能付き椅子において，

Ｆ´前記ベースには，少なくとも２つのロッドが互いに前記座席の揺動方向に離間した位置で揺動
可能に設けられ，この２つのロッドに前記座席が揺動方向に対して離間された２つの異なる位置で
支持され，

Ｇ前記磁性材料の部材は，所定の間隔で対向配置された２つの磁性材料の部材で構成され，

Ｈ前記ソレノイドは前記座席の揺動静止時における前記２つの磁性材料の部材間の中点位置近傍で
前記ベースに固定され，

Ｉ前記ソレノイドは，巻線軸に沿った貫通穴を有し，前記巻線軸を前記座席の揺動方向に対して平
行に前記ベースに固定され，

Ｊ前記２つの磁性材料の部材は，前記座席に固定された直線形状のシャフトに固定され，

Ｋ前記シャフトは，前記貫通穴に挿入されていることを特徴とする

Ｌ揺動機能付き椅子。
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本件相違点

各被告製品の座席支持機構の具体的な構成（構成要件Ｆ´に相当す
る構成）は，別紙１の各被告製品の構成の特徴（控訴人の主張）の
ｆのとおりであることは当事者間に争いがなく，各被告製品は本件
発明の構成要件Ｆ´を文言上は充足しない（本件相違点）。
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Ｆ´前記ベースには，少なくとも２つのロッドが互いに前記座席
の揺動方向に離間した位置で揺動可能に設けられ，この２つの
ロッドに前記座席が揺動方向に対して離間された２つの異なる位
置で支持され，

ｆ前記座席の下部には，その揺動方向に対して離間された２つの
異なる位置にそれぞれ二組（合計４個）のコロ（車輪）が回動可
能に設けられ，前記ベースの上部には，二組（４つ）の湾曲状
レールが，上記の各コロに対応する位置にそれぞれ設けられてお
り，前記ベースの上部に設けられた各湾曲状レールが前記座席の
下部に回動可能に設けられた各コロを受けることによって，前記
座席が前記ベースに対して揺動可能に支持され，
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構成要件Ｆ´の説明①
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1 揺動駆動機構
2 座席シート
5 ベース

特許公報の【図１】
（代表図）
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構成要件Ｆ´の説明②
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1 揺動駆動機構
2 座席シート
5 ベース
5a ロッド支持部
7 揺動用ロッド
9 ソレノイド

Ｆ´・・・この２つのロッドに前記座席が揺動方向に対して
離間された２つの異なる位置で支持され，

揺動方向に垂直な断面図；【図２】
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構成要件Ｆ´の説明③
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5a 5b 5a 5b

5 5

7a 7a7b 7b

Ｆ´前記ベースには，少なくとも２つのロッドが互いに前記座席
の揺動方向に離間した位置で揺動可能に設けられ，この２つの
ロッドに前記座席が揺動方向に対して離間された２つの異なる位
置で支持され，

2 座席シート
5 ベース
5a 5bロッド支持部
7 揺動用ロッド
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構成要件ｆの説明（控訴人主張）
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ｆ前記座席の下部には，その揺動方向に対して離間された２つの異なる位置に
それぞれ二組（合計４個）のコロ（車輪）が回動可能に設けられ，前記ベース
の上部には，二組（４つ）の湾曲状レールが，上記の各コロに対応する位置に
それぞれ設けられており，前記ベースの上部に設けられた各湾曲状レールが前
記座席の下部に回動可能に設けられた各コロを受けることによって，前記座席
が前記ベースに対して揺動可能に支持され，
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・原審判決の紹介
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原審判決抜粋

「上記ア，イに説示した①本件明細書の記載，
②本件補正の経過，③本件訂正審判請求の経緯，
④本件発明の技術分野において本件特許出願当
時に車輪型の支持機構が周知であったこと等の
事情を総合すれば，本件発明に係るロッド方式
の構成（本件発明中，旧請求項２に係る部分及
び本件訂正審判請求において付加された部分）
は，本件発明に係る拒絶理由ないし無効理由を
回避するために必要な部分であると評価すべき
であり，特許請求の範囲に記載された構成と各
被告製品との相違点（本件相違点）は，本件発
明の本質的部分ということができる。」
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・補充主張
時系列的には，本件控訴は，大合議判決の判決日よりも
前にされているものの，審理中に大合議判決の判決がな
されたので，その判旨に従う補充主張が行われている。
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本件発明の課題解決原理の図解
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従来のソレノイドを動力源とする揺動制
御装置（別紙２の図面参照）では，ソレ
ノイドの貫通穴が直線状であるのに対し，
鉄心（シャフト）が弧形状であった。こ
のため，ソレノイドからの電磁力が実質
的に鉄心に作用する距離（有効動力負荷
距離）が短縮され，揺動駆動力が弱くな
るという課題があり，また，鉄心に働く
電磁力を大きくするために貫通穴の壁面
と鉄心との間隔を狭くすると，貫通穴の
内壁に鉄心が接触・摺動することがあり，
摺り音，摩擦損失，排出音，保守作業の
増大等の問題が発生するという課題が
あった。
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控訴人補充主張の一部①

「本件発明の課題解決原理は，座席の支持部材を，
座席の揺動方向に対して離間された異なる２つの位
置に設け，当該２つの位置の支持点の軌道がそれぞ
れ振子運動となるようにして，座席の揺動時におけ
る上下動を若干程度に抑えると同時に，ソレノイド
の貫通穴に直線状のシャフトを挿入する構成を採用
することで，ソレノイドと磁性材料との距離を，非
接触状態のまま可能な限り短縮することを可能とし
たことにある。

そして，この課題解決原理が，従来技術に見られ
ない本件発明に特有の技術的思想を構成する特徴的
部分であり，本件発明の本質的部分である。
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控訴人補充主張②

ｂなお，本件発明の上記課題解決原理（本質的
部分）は，本件発明で利用しているロッドを，
座席の支持点の軌道が振子運動となる座席の支
持部材へと上位概念化している。しかし，本件
発明は，揺動制御手段としてソレノイドを用い
た乳幼児用の椅子等の実現・実用化に必要不可
欠な技術を世界で初めて提供するなどしており，
従来技術と比較して特許発明の貢献の程度は大
きい。したがって，本件発明の本質的部分の認
定に当たっては，本件発明で利用されている
ロッドを上位概念化して捉えるべきである。」
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・判旨（第１要件のみ）
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判旨①

「特許法が保護しようとする発明の実質的価値
は，従来技術では達成し得なかった技術的課題
の解決を実現するための，従来技術に見られな
い特有の技術的思想に基づく解決手段を，具体
的な構成をもって社会に開示した点にある。し
たがって，特許発明における本質的部分とは，
当該特許発明の特許請求の範囲の記載のうち，
従来技術に見られない特有の技術的思想を構成
する特徴的部分であると解すべきである。
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判旨②

そして，上記本質的部分は，特許請求の範囲
及び明細書の記載に基づいて，特許発明の課題
及び解決手段（特許法３６条４項，特許法施行
規則２４条の２参照）とその効果（目的及び構
成とその効果）を把握した上で，特許発明の特
許請求の範囲の記載のうち，従来技術に見られ
ない特有の技術的思想を構成する特徴的部分が
何であるかを確定することによって認定される
べきである。
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判旨③

すなわち，特許発明の実質的価値は，その技術
分野における従来技術と比較した貢献の程度に
応じて定められることからすれば，特許発明の
本質的部分は，特許請求の範囲及び明細書の記
載，特に明細書記載の従来技術との比較から認
定されるべきであり，そして，①従来技術と比
較して特許発明の貢献の程度が大きいと評価さ
れる場合には，特許請求の範囲の記載の一部に
ついて，これを上位概念化したものとして認定
され，②従来技術と比較して特許発明の貢献の
程度がそれ程大きくないと評価される場合には，
特許請求の範囲の記載とほぼ同義のものとして
認定されると解される。

25



iDp
判旨④

ただし，明細書に従来技術が解決できなかっ
た課題として記載されているところが，出願時
の従来技術に照らして客観的に見て不十分な場
合には，明細書に記載されていない従来技術も
参酌して，当該特許発明の従来技術に見られな
い特有の技術的思想を構成する特徴的部分が認
定されるべきである。そのような場合には，特
許発明の本質的部分は，特許請求の範囲及び明
細書の記載のみから認定される場合に比べ，よ
り特許請求の範囲の記載に近接したものとなり，
均等が認められる範囲がより狭いものとなると
解される。」
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参考：大合議にあり，本件判旨にないもの

「また，第１要件の判断，すなわち対象製品等との
相違部分が非本質的部分であるかどうかを判断する
際には，特許請求の範囲に記載された各構成要件を
本質的部分と非本質的部分に分けた上で，本質的部
分に当たる構成要件については一切均等を認めない
と解するのではなく，上記のとおり確定される特許
発明の本質的部分を対象製品等が共通に備えている
かどうかを判断し，これを備えていると認められる
場合には，相違部分は本質的部分ではないと判断す
べきであり，対象製品等に，従来技術に見られない
特有の技術的思想を構成する特徴的部分以外で相違
する部分があるとしても，そのことは第１要件の充
足を否定する理由とはならない。」
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あてはめ
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「本件明細書の記載及び上記各周知技術によれば，
本件発明は，座席を連続して揺動させることが可能
な乳幼児用の椅子等であって，揺動制御手段として
ソレノイドを採用し，座席支持機構としてロッド１
点支持方式を採用するものに，従来技術である，
ロッド２点支持方式という座席支持機構，及び，直
線状のシャフトをソレノイドに挿入するという構成
を適用したものということができる。また，従来技
術であるロッド２点支持方式は，座席を連続して揺
動させることが可能な乳幼児用の椅子等に従来から
存在した座席支持機構であるから，座席を連続して
揺動させることが可能な乳幼児用の椅子等であれば，
揺動制御手段としてソレノイドを採用するもので
あっても，座席支持機構自体にロッド２点支持方式
を組み合わせることは，さほど困難なこととはいえ
ない。
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したがって，本件発明の貢献の程度は，座席支持
機構としてロッド１点方式ではなく，ロッド２点支
持方式を採用するという点においては，それ程大き
くないと評価することができるから，本件発明の本
質的部分は，座席支持機構に関する限度においては，
特許請求の範囲の請求項１の記載とほぼ同義とな
る。」

「以上によれば，座席を連続して揺動させることが
可能な乳幼児用の椅子等であって，揺動制御手段と
してソレノイドを有するものにおいて，座席支持機
構としてロッド２点支持方式を採用したことは，本
件発明の本質的部分（特許請求の範囲のうち，従来
技術に見られない特有の技術的思想を構成する特徴
的部分）であると認められる。」
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「各被告製品は，座席支持機構としてロッド２
点支持方式，すなわちベースに２つのロッドが
互いに座席の揺動方向に離間した位置で揺動可
能に設けられ，この２つのロッドに座席が揺動
方向に対して離間された２つの異なる位置で揺
動可能に支持されるという方式を用いていない。
したがって，各被告製品は，本件発明の本質的
部分を備えているとはいえない。」
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・研究
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本件判決の判例上の地位

• 本件判決は，大合議判決以降初めて「特許発明
の貢献の程度」という基準に従って均等侵害の
判断がされた事件である。ただし，大合議判決
は「特許発明の貢献の程度」が大きいと評価し
た事案であり，一方，本件判決は「特許発明の
貢献の程度」がそれ程大きくないと評価した事
案である。つまり，大合議判決と本件判決とは
対をなす判決ともいえる。

• 本件判決の結論には賛成だが，理由(論理構成)
には反対である。
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大合議判決 本件判決 内容

ア本質的部分の認定について ア本質的部分の認定について 規範の提示

イ訂正明細書の記載 イ本件明細書の記載 記載の認定

ウ本件明細書に記載された従来技術 客観的に不十分への伏線

ウ訂正発明の内容 エ本件発明の内容 発明の認定

（イ） （イ）本件発明の貢献の程度 貢献の程度の評価

エ訂正発明の本質的部分 オ本件発明の本質的部分
被疑侵害品が

本質的部分を備えるか

34

本件判決は，大合議判決を極めて忠実に踏襲している。判旨自体がほぼ同
一なだけでなく，結論を導くための論理構成までほぼ一致している。

ここで着目すべきは，どのタイミングで本件発明の貢献の程度が評価されるかで
ある。上記比較からも分かるように，大合議判決も本件判決も，本件発明に関す
る事実（従来技術を含む）のみで，本件発明の貢献の程度の評価が可能であると
いう立場を取っている。この立場を採用すると問題となるのは，肯定事例（大合
議判決のケース）ではなく，否定事例（本件判決のケース）だ。
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設楽講演表紙
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設楽講演の抜粋
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問題点

• 大合議判決のような肯定事例だけを考えてしま
うと，貢献の程度が大きい場合は第１要件が認
められやすいとなるが，否定事例の場合には逆
の側面も存在するようにも思える。

• たとえ従来の通説的な本質的部分を用いて第１
要件が肯定される事案であっても，貢献の程度
が小さい場合には均等が否定されてしまうこと
があるならば，大合議判決は，新たな要件を追
加してしまったことにもなる。

• 問題点：「特許発明の貢献の程度」とは何であ
るかが解明されないと，新たな要件なのか否か
も判断できないし，従来の判断手法と比べて要
件が緩和されたのか否かも判断できない。
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第１要件導入の経緯

• 最高裁判決が第１要件を均等の要件に加えたの
は，第３要件の容易想到性の判断の基準時を
「対象製品等の製造等の時点」にしたことと関
係しているとされる。

• 調査官解説によると，「仮に置換可能性及び容
易想到性のみを要件としてその判断の基準時を
侵害時とするときは，均等の成立する範囲が広
範なものとなる」ことが指摘され，「本判決が
均等成立の要件として（１）の要件を挙げたの
は，このような考えによるものと解される」と
説明されている。
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時期を異にして同一の対象製品を製造した場合

39

最高裁判決は，容易想到性の判断の基準時を侵害時にし
たことに重要な意義があることであるものの，第３要件
の充足が侵害時に依存して変動してしまうという問題を
抱えてしまったことになる。
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従来の通説的第１要件では役に立たない

40

従来の通説的本質部分は，特許発明Ｐの出願時の確定事
実（明細書の記載や従来技術）のみによって認定される。
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「発明の貢献の程度」を活用する

• 従来の通説的第１要件では，第３要件の充足が
「対象製品等の製造等の時点」に依存して変動
してしまうことによる問題を解決することがで
きない。

• しかしながら，大合議判決が導入した「特許発
明の貢献の程度」には，この問題を解決できる
可能性がある。

• 大合議判決は，上記問題を解決することを目的
として「特許発明の貢献の程度」という基準を
導入したのではないだろうが，以下に示す解釈
によって，この問題を解決できるだろう。
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一般の理解（余談）

「したがって，特定の技術的課題を解決する手段を
初めて開示したいわゆるパイオニア発明の場合には，
当該特許発明により初めて開示された解決手段は基
本的な構成であり，発明を基礎付ける技術思想は広
範な範囲のものであるから，その構成の一部を置換
することによって，特許発明の技術思想の範囲を出
ることは困難である。これに対して，既に当該技術
的課題についていくつかの解決手段が公知技術とし
て存在するような成熟した技術分野では，個々の発
明の特有の技術思想は狭い範囲で認められるにとど
まるから，特許発明の構成の一部を他の構造に置き
かえるだけで，容易に当該発明の技術的範囲を外れ
ることとなろう。」（調査官解説）
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何に対する貢献か

• 日本語の「対する」には２つの意味がある。

• 「従来技術に対する貢献」と「地球の平和に対
する貢献」とは，本質的に異なる。

• 「従来技術に対する貢献」は「従来技術と比較
した貢献」としても意味は変わらないが，

• 「地球の平和に対する貢献」は「地球の平和と
比較した貢献」とすることはできない。

• 比較の問題と対象の問題を区別する。

• 比較の問題は，従来技術との関係で定める。

• 一方，貢献の対象については，解釈の幅がある
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貢献の対象は「社会」

• 広い意味で，本件発明の貢献の「対象」は，
「社会」となるだろう。

• 判旨でも「特許法が保護しようとする発明の実
質的価値は，従来技術では達成し得なかった技
術的課題の解決を実現するための，従来技術に
見られない特有の技術的思想に基づく解決手段
を，具体的な構成をもって社会に開示した点に
ある。」とあるので，この点は疑いない。

• 問題は，「出願時」の社会に対する貢献なのか，
「侵害時」の社会に対する貢献なのか？

• 結論としては「侵害時」の社会がよい。
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問題が解決する理由
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問題が解決する理由

• 第３要件（容易想到性）を充足しない製品Ｍ１が
「社会（技術水準）」の一部に組み込まれている
のだから，当該製品Ｍ１の同一製品または改良製
品である製品Ｍ２に対しては，元の特許発明Ｐの
貢献は小さいか，あったとしてもそれ程大きくは
ないと考えるのが通常だろう。

• 製品Ｍ１では第３要件が充足されなくても，製品
Ｍ２では第３要件が充足してしまう理由は，製品
Ｍ１が「社会（技術水準）」の一部に組み込まれ
ているのだから，製品Ｍ１に基づいて製品Ｍ２を
容易に想到し得ることになるというものであった。

• この問題を衡平の見地から調整解決しようとする
ならば，逆に，製品Ｍ１が「社会（技術水準）」
の一部に組み込まれていることにより非充足に導
かれ得る要件があればよいことになる。
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・仮想事例
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マキサカルシトール事件改
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ゴムの加硫

49

加硫による重合体間の「架橋」という作用効果が特許発明Ｐによって開示
されたものではないのであれば，特許発明Ｐの貢献は被告製品Ｍ２に対し
て及んでいないとなるだろう。
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・まとめ
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ＢＭＩとの比較

51

2)(

)(

m

kg
BMI

身長

体重
=

BMI 均等論

基準時
体重：現在 第３要件：侵害時

身長：現在 第１要件：出願時？

挙動

（身長：↑） （時間経過）

体重：↑ 第３要件：成立しやすくなる

１／身長2：↓ 第１要件：出願時事実で一義確定？

• 肥満度は体重だけに着目しても数値化できない。ＢＭＩは身長が
増えると体重も増えることに着目し，１／身長2をバランサーと
して肥満度を数値化したものである。

• ＢＭＩと均等論を見比べると，あまりにも滑稽なことをしている。
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最判の反省

• 第３要件を侵害時基準に変更したのは大英断！

• 「仮に置換可能性及び容易想到性のみを要件と
してその判断の基準時を侵害時とするときは，
均等の成立する範囲が広範なものとなる」

• このことに気付いたことも素晴らしい！

• このミッシングピースを埋めるために第１要件
を追加した判断も正しいだろう。

• 失敗は，第１要件の基準時を出願時としてし
まったこと。

• 盲点：従来技術との関係では出願時基準
第３要件のバランサーとしては侵害時基準
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